




第９期奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定によせて  

 

 

現在、我が国は高齢化に伴い、要介護者の増加、老々介護、

人材不足による様々なサービスの提供体制不足等、複雑化・

複合化した課題に直面しています。さらに、団塊の世代全員

の 75 歳到達（令和７年／ 2025 年）、団塊ジュニア世代の 65

歳到達（令和 22 年／ 2040 年）等による急速な高齢化の進展

に加え、生産年齢人口にあたる 15～ 64 歳の人口急減が見込

まれています。  

本市におきましては、高齢者全体の人口が令和７年（ 2025 年）にピークを

迎え、その後は減少が予想される一方で、年少人口、生産年齢人口の減少に

伴い高齢化率は上昇を続け、令和 22 年（ 2040 年）には約 42％に達する見込

みです。また、要介護認定者が急増する 85 歳以上の人口は増加が続く見込み

となっており、介護を必要とする方のさらなる増加が予想されています。  

このような状況を踏まえ、「第９期奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険

事業計画」は、前第８期に引き続き、住民や関係機関が一体となって、持続

可能な支え合いの体制を構築する「地域共生社会」の実現を目指して策定い

たしました。  

本計画は、限りある社会資源の中、今後一層進む高齢化や様々な地域課題

に対応するため、住民同士が互いに支え合う地域づくりの支援体制を整える

とともに、住民が自ら健康増進や介護予防に取り組む予防意識の醸成を図る

ことで、住み慣れた地域で自分らしく暮らせるまちづくりを目指す内容とな

っております。  

今後も住民の皆様と一緒に、「支え合いの地域づくり」「認知症施策の推進」

「健康寿命の延伸」「中長期を見据えたサービス基盤整備」「介護人材不足へ

の対応」等に総合的に取り組み、本計画の基本理念である「健康で長寿を謳

歌するまちづくり」を進めてまいります。  

結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見・ご提言を賜りました計画

策定委員の皆様をはじめ、ご協力いただきました市民の皆様、事業者及び関

係団体の皆様に心から感謝を申し上げます。  

 

令和６年３月  
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第１章 計画の策定について 

１ 計画策定の趣旨 

わが国では、今期計画期間中、団塊の世代が全員 75 歳以上になる 2025 年（令和７年）を

迎え、それに伴い、医療・介護双方を必要とする高齢者、ひとり暮らし高齢者、老々介護世帯

など、様々な課題を抱える高齢者のさらなる増加が見込まれています。さらに、団塊ジュニ

ア世代が 65歳以上に到達する 2040年（令和 22年）には、高齢者人口がピークを迎え、85歳

以上人口が急増し、今後も高齢化社会が進展することが予想されます。 

その一方、地域社会の担い手である 15～64歳の生産年齢人口は、急減が見込まれています。 

また、児童、障害者、高齢者などの個別の制度・サービスでは問題解決に至らない対象者

や世帯が増加し、個人や世帯が直面する生活問題は複合化・複雑化しています。 

これらの情勢を踏まえ、医療、介護予防、住まい、生活支援の各サービスを一体化して提

供する「地域包括ケアシステム」を推進し、地域をともに創っていく「地域共生社会※1」の実

現を目指しているところです。 

奄美市（以下「本市」という）においても、総人口が減少する中で高齢者の割合が増加し、

とりわけ 75歳以上の後期高齢者の割合が増加していくことが推測されています。今後高齢化

が一層進むことに対応するため、介護保険制度に基づく地域包括ケアシステムの推進や地域

づくり等に一体的に取り組むことで、地域共生社会の実現を図っていくことが引き続き求め

られます。 

以上を踏まえ、本市の住民が、限りある社会資源を効果的に利用しながら、健康で長生き

し、住み慣れた地域で自分らしく暮らせるまちづくりを目指して、令和６年度から令和８年

度までを計画期間とする「第９期奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」を策定

します。 

 

 

２ 第９期計画の国が示す基本指針について 

本計画期間中には､団塊の世代が全員 75歳以上となる 2025年を迎え、今後も高齢化社会

が進行していく一方、生産年齢人口は急減が見込まれています。 

さらに、都市部と地方で高齢化の進みが大きく異なるなど、これまで以上に中長期的な

地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて、介護サービス基盤を整備するととも

に、地域の実情に応じて地域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場

の生産性の向上を図るための具体的な施策や目標を、優先順位を検討した上で、介護保険

 

※1 地域共生社会とは、高齢者介護、障害福祉、児童福祉、生活困窮者支援など制度・分野ごとの

『縦割り』や、「支え手」「受け手」という関係を超え、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人

と人、人と資源が世代や分野を超えてつながり、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに

創っていく社会のことです。 



2 

事業計画に定めることとしています。 

① 介護サービス基盤の計画的な整備 

ア 地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

イ 在宅サービスの充実 

 

② 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

ア 地域共生社会の実現 

イ デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための医

療・介護情報基盤を整備 

ウ 保険者機能の強化 

 

③ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

 

 

３ 計画の性格・法的位置づけ 

本計画は、老人福祉法第 20条の８第１項に基づく「高齢者保健福祉計画（法律上は「市町

村老人福祉計画」）及び介護保険法第 117条第１項に基づく「市町村介護保険事業計画」を一

体的に策定するものです。 

「高齢者保健福祉計画」は、長寿社会にふさわしい高齢者福祉の構築という課題に対して、

本市が目指すべき基本的な政策目標を定め、その実現に向けて取り組むべき施策の方向及び

事業内容を定めるものです。 

また、「介護保険事業計画」は、介護サービスの事業量、保険料及び介護サービスを確保す

るための方策を定めるものであり、制度の円滑な実施に向けた取組内容を定める計画です。 

いつまでも自分らしく、住み慣れた地域で安心して暮らせる社会の実現に向けて、これま

で取り組んできた地域包括ケアシステムの充実・強化をさらに推進し、介護予防・重度化防

止や日常生活支援、介護給付費適正化等の施策の取り組みを強化する計画とします。 

 

 根拠法令 性格 

高齢者保健福祉計画 
老人福祉法 

（第 20条の８第１項） 

老人居宅生活支援事業及び老人福

祉施設による事業の供給体制の確

保に関する計画 

介護保険事業計画 
介護保険法 

（第 117条第１項） 

基本指針に即して、３年を１期と

する介護保険事業に係る保険給付

の円滑な実施に関する計画 
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４ 他の計画との関係                        
 

本計画は、高齢者の生きがいづくりや社会活動への参加をはじめ、高齢者の生活の質に深

く関わる計画であることから、本計画の上位計画である『奄美市総合計画』や『奄美市地域

福祉計画』を基本とし、「健康で長寿を謳歌するまちづくり」を基本理念として掲げます。 

その他、奄美市障害者福祉計画等、保健・医療・福祉又は居住に関する事項を定める計画

と調和を保ちながら策定を行います。 

 

 

 

  

奄美市総合計画 令和６～20年度 15年間 

国・鹿児島県の指針及び計画 

奄美市地域福祉計画（奄美市再犯防止推進計画） 
 令和３～７年度 ５年間 

「誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくり」 

第９期高齢者保健福祉

計画及び介護保険事業

計画 

「健康で長寿を謳歌する

まちづくり」 

令和６～８年度 ３年間 

第２期子ども・子育て

支援事業計画 

令和２～６年度 ５年間 
第７期障害者計画・障

害福祉計画 

第３期障害児計画 

（チャレンジド・プラン

奄美） 

令和６～８年度 ３年間 

健康あまみ 21 

（第２次） 

令和２～11 年度 10 年間 

自殺対策計画 

令和６～10 年度 ５年間 

・奄美市地域防災計画 

・奄美市住生活基本計画  などその他個別計画 

連携 

連携 



4 

５ 計画期間 

 本計画の計画期間は、令和６年度から令和８年度までの３か年であり、本計画期間に団塊

世代が後期高齢者に到達する令和７年（2025年）を迎えることになります。さらに団塊ジュ

ニア世代が 65歳以上となる令和 22年（2040年）を見据え、中長期的な視点に立った施策の

展開を図ります。 

 

令和７年度（2025年）を見据えた計画策定 　　　　令和22年度（2040年）を見据えた計画策定

・・・

（参考）都道府県医療計画のスケジュール

（※３年ごとに見直しを図ります）

（参考）奄美市各計画関連のスケジュール

（※チャレンジド・プラン奄美は奄美市の障害者計画等をいいます。）

第７期計画

2018～2020

（H30～R2）

第８期計画

2021～2023

（R3～R5）

第９期計画
2024～2026

（R6～R8）
第10期計画

2027～2029

（R9～R11）

2040

（R22）

第７次医療計画
2018～2023（H30～R5）

第８次医療計画
2024～2029（R6～R11）

地域医療ビジョン（2025年まで）

第５期

チャレンジド・

プラン奄美

2018～2020

（H30～R2）

第６期

チャレンジド・

プラン奄美

2021～2023（R3

～R5）

第７期

チャレンジド・

プラン奄美

2024～2026

（R6～R8）

第８期

チャレンジド・

プラン奄美

2027～2029

（R9～R11）

第１期地域福祉計画

2021～2025（R3～R7）

第２期地域福祉計画

2026～2030（R8～R12）

第２期子ども・子育て計画

2020～2024（R2～R6）

第３期子ども・子育て計画

2025～2029（R7～R11）
第１期

第１期自殺対策計画

2019～2023（R1～R5）
第２期自殺対策計画

2024～2028（R6～R10）
３

期

健康あまみ21（第２次）

2020～2029（R2～R11）

奄美市住生活基本計画

2022～2031（R4～R13）

奄美市住生活基本計画

2012～2021（H24～R3）

令和７年（2025年）

団塊の世代が75歳に

令和22年（2040年）

団塊Jr.世代が65歳に

奄美市総合計画

2024～2038（R6～R20）
奄美市総合計画

（H23～R2）
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６ 計画の策定体制 

高齢者に対する保健福祉施策や介護サービスのあり方については、高齢者はもとより、広

く市民のニーズを把握し、それを反映させるよう配慮する必要があります。そこで、計画の

策定に当たっては、以下のような取組を行いました。 

（１）介護予防日常生活圏域ニーズ調査・高齢者実態調査の実施 

高齢者ニーズや日常の生活状況・健康状態、在宅の要介護者の介護サービスの利用状況

等を把握し、計画策定の基礎資料とするため、調査期間を令和４年 11月 30日から 12月 20

日として、40歳以上の方を対象としたアンケート調査を実施しました。 

 

（２）奄美市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会の実施 

保健・医療・福祉関係者、被保険者代表等に委員として参画いただき、「奄美市高齢者保

健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会」を開催し、幅広い意見の反映に努めました。 

 

（３）介護人材に関する調査の実施 

少子高齢化に伴い，介護サービスの利用者ニーズが増加している状況のなか，介護の職

場ではサービスを提供する人材の確保が緊急の課題となっています。このような状況をふ

まえ，介護事業所における人材確保の取組を把握し，今後の対策の資料とするとともに，

介護従事者の満足度や不安等の現状を把握し，職場環境の改善や離職防止への対策を検討

することを目的にアンケート調査を実施しました。 

 

（４）市民意見の募集と計画への反映 

計画素案を市のホームページと市の窓口で公表し、令和６年１月に計画内容に関する意

見募集を行いました。 
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第２章 奄美市の現状と課題 

１ 高齢者の状況  

（１）総人口及び高齢化率の推移 

本市の総人口は、令和２年 10月 1日現在、41,390人で前回国勢調査時の平成 27年と比

べて、1,762の減少となっています。年齢区分別でみると、年少人口、生産年齢人口は減少

傾向、高齢者人口は増加傾向にあります。高齢化率は 32.5%と平成 27年と比べて 4.0ポイ

ント増加しています。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、令和７年までは高齢者人口の増加が予

測されますが、以降、年少人口、生産年齢人口、高齢者人口はそれぞれ減少する見込みで

す。年齢３区分別人口割合をみると、年少人口割合、生産年齢人口割合は低下する一方、高

齢化率は上昇を続け、令和 27年には 44.3%になると予測されています。 

 
※小数点以下の処理、年齢不詳者の数により各項目の和と総人口が一致しない場合があります。 

資料：平成 17年～令和２年 総務省統計局「国勢調査」、令和７年～令和 27年 国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」 
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→ 推計値 実績値 ← 

→ 推計値 実績値 ← 
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（２）介護保険被保険者人口の推移 

介護保険被保険者人口は、令和 2年では第１号被保険者（65歳以上）は 13,441人で平成

27 年と比べて 1,136 人の増加となっていますが、第２号被保険者（40～64 歳）は 14,045

人で平成 27年と比べて 1,378人の減少となっています。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、令和 27年には第２号被保険者（40～64

歳）は 8,680人となり、令和２年と比べて 5,365人の減少となっています。 

一方、第１号被保険者（65歳以上）は、前期高齢者（65～74歳）が令和２年以降減少傾

向になるものの、後期高齢者（75 歳以上）は令和 17 年まで増加する見込みとなっていま

す。 

また、令和 27年には、全被保険者のうち後期高齢者の割合は 37.3％となり、約４割を占

める見込みです。 

 

 

 
 

資料：平成 17年～令和２年 総務省統計局「国勢調査」、令和７年～令和 27年 国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」 
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（３）高齢者全体に占める85歳以上人口割合の推移 

  高齢者全体の人口が令和７年（2025年）をピークに減少する一方で、高齢者全体に占

める 85歳以上の人口割合は増加し、それに伴う認定率の上昇が見込まれます。したがっ

て、要介護者の人数の増加が予想されます。 

 

 

資料：平成 17年～令和２年 総務省統計局「国勢調査」、令和７年～令和 27年 国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」 
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（４）５歳階級別人口の推移（人口ピラミッド） 

人口ピラミッドの推移をみると、年少人口の減少により、その形状は高齢者の多いつぼ

型となっています。団塊世代が 75～79歳の後期高齢者になる令和７（2025）年には、高齢

者人口は 13,890人となり、総人口の約 36%を占めています。 

令和 22（2040）年には、後期高齢者の人口が増加し、高齢者人口は 13,298人となり、総

人口の 42％を占めています。少子高齢化が一段と進行することにより、今後１人の現役世

代（生産年齢人口）が１人の高齢者を支える形になり、医療費や介護費などの社会保障費

の負担や介護需要の増加が考えられます。 
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資料：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計） 
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（５）鹿児島県の高齢化率及び認定率 

令和２年における県内すべての自治体の高齢化率及び認定率は以下のようになっていま

す。本市は、高齢化率（32.5％）は県平均値（32.8％）より低く、要介護（要支援）認定率

（20.9％）は県平均値（19.4％）より高くなっています。 

 

 

資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局）、厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 
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（６）高齢者の就業状況 

令和２年の高齢者の就業者数は平成 27年と比べて増えており、高齢者人口に占める就業

者の割合は 6.8 ポイント増加しています。総就業者に占める高齢者の就業者の割合を鹿児

島県と比較すると低いものの、本市の高齢者への依存度は増加しています。 

高齢者の就業を産業分類別にみると、「卸売・小売業」等の第３次産業が約７割を占めて

います。業種別総数に占める割合でみると、第１次産業の「農業」は約半数を高齢者が占め

ています。 

 

 

※産業分類別の総数には、分類不能の産業も含む。 

資料：国勢調査結果（総務省統計局） 
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資料：令和２年国勢調査結果（総務省統計局） 
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（７）高齢者のいる世帯の状況 

高齢者のいる世帯は、令和２年は 9,000世帯で、一般世帯数の 46.0%を占めており、増加

傾向となっています。 

また、高齢者のいる世帯のうち、高齢者単身世帯数が 41.2%と増加傾向にあり、女性の単

身世帯が７割近くを占めていますが、男性の単身世帯が急速に増加しています。今後、高

齢化が進むことによって、さらに高齢者単身世帯が増加することが考えられます。 

 

 

 

 

 

※高齢者夫婦世帯とは、夫 65 歳以上妻 60 歳以上の夫婦一組の一般世帯。 

資料：国勢調査結果（総務省統計局）  
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２ 要介護（要支援）認定者の推移 

（１）要介護（要支援）認定者 ・認定率の推移 

要介護・要支援者数は増減を繰り返しながらも、平成 30年以降は微増傾向で推移してい

ましたが、令和４年から減少しており、令和５年では 2,836人となっています。 

また、認定率は令和５年では 20.4%と平成 31 年以降減少傾向にあるものの鹿児島県、国

より高い位置で推移しています。 

 

※各年 3月末（令和 5年は 2月末） 

資料：厚生労働省 「介護保険事業状況報告」年報、令和 4年～5年「介護保険事業状況報告」月報） 

 

※各年 3月末（令和 5年は 2月末） 

資料：厚生労働省 「介護保険事業状況報告」年報、令和 4年～5年「介護保険事業状況報告」月報） 
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（２）年齢階層別人口及び介護認定者数・介護認定出現率 

65 歳以上の介護認定者数は、令和５年２月現在 2,815 人となっています。介護認定の出

現率を年齢階層別にみると 80～84歳では 25.9%、85歳以上では 62.9%となっています。 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」令和５年２月分、「住民基本台帳」令和５年２月末 

 

（３）要介護（要支援）認定者数と認定率の見込み 

要介護（要支援）認定者数は、第９期計画期間中は横ばいで推移することが予想され、令

和８年度で 2,844人、認定率 20.5％と推計されます。 

 

 

 

資料：厚生労働省 「介護保険事業状況報告」年報、令和 4年～5年「介護保険事業状況報告」月報） 

   令和 6年以降の推計値は「見える化システム」 
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３ 認知症高齢者の状況 

（１）認知症高齢者の推移 

令和４年度の認知症高齢者は 1,539 人となり、令和元年度に比べ 64 人増加しています。

高齢者人口に対する割合は令和４年では 11.1%でほぼ横ばいで推移しており、また、要介護

認定者の 56.5％に認知度の低下がみられます。 

 

 

資料：高齢者福祉課 各年度９月末 

 

※認知症高齢者の日常生活自立度判定基準 

Ⅰ 何等かの認知症は有するが、日常生活は家庭内及び社会的にはほぼ自立している 

Ⅱa 
家庭外で日常生活に支障を来すような症状、行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰か
が注意していれば自立できる 

Ⅱb 
家庭内でも日常生活に支障を来すような症状、行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰
かが注意していれば自立できる 

Ⅲa 
日中を中心として、日常生活に支障を来すような症状、行動や意思疎通の困難さが見られ、介
護を必要とする 

Ⅲb 
夜間を中心として、日常生活に支障を来すような症状、行動や意思疎通の困難さが見られ、介
護を必要とする 

Ⅳ 
日常生活に支障を来すような症状、行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要
とする 

M 著しい精神症状や問題行為あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする 
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日常生活自立度（Ⅱa以上） 認定者数（65歳以上）

高齢者人口に対する割合 認定者に対する割合
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（２）要介護区分別認知症日常生活自立度 

令和４年度に要介護認定を受けた高齢者における要介護区分別認知症日常生活自立度は、

「自立」が 677人、ほぼ自立の「Ⅰ」が 506人となっています。 

また、誰かが注意していれば自立ができる「Ⅱa」が 188人、「Ⅱb」が 749人、介護を必

要とする「Ⅲa」が 404 人、「Ⅲb」が 67 人、常に介護を必要とする「Ⅳ」が 124 人、専門

医療を必要とする「Ｍ」が 7 人となっており、要介護度が重くなるほど自立度が低くなっ

ています。 

認知症の症状が見られる「Ⅱa」から「Ｍ」の割合は、令和４年度は認定者全体の 56.5%

（1,539人/2,722人）となっており、令和元年度の 54.6%（1,475人/2,699人）と比べると

1.9ポイント上昇しています。 

 

要介護区分別認知症日常生活自立度（令和４年度）      単位：人 

  自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 総数 

要支援 1 257 103 17 19 0 0 0 0 396 

要支援 2 260 135 11 6 0 0 0 0 412 

要介護 1 20 78 84 301 12 3 0 0 498 

要介護 2 62 74 35 163 61 10 1 0 406 

要介護 3 40 61 22 129 120 21 8 0 401 

要介護 4 30 42 16 108 142 29 53 6 426 

要介護 5 8 13 3 23 69 4 62 1 183 

総 数 677 506 188 749 404 67 124 7 2,722 

（資料：高齢者福祉課 令和４年９月末現在） 

 

要介護区分別認知症日常生活自立度（令和元年度）      単位：人 

  自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 総数 

要支援 1 285 88 20 26 1 0 1 0 421 

要支援 2 339 124 9 5 0 1 0 0 478 

要介護 1 19 76 96 252 16 3 0 0 462 

要介護 2 70 74 38 170 46 11 0 0 409 

要介護 3 45 41 16 108 110 14 9 0 343 

要介護 4 18 24 17 78 140 21 54 10 362 

要介護 5 6 15 3 16 70 16 93 5 224 

総 数 782 442 199 655 383 66 157 15 2,699 

（資料：高齢者福祉課 令和元年９月末現在） 
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（３）日常生活圏域別認知症日常生活自立度 

令和４年度に要介護認定を受けた高齢者における認知症日常生活自立度について、圏域

別に注目すると、介護を必要とする「Ⅲa」以上において、住用圏域で 35.5%、笠利圏域で

29.6%となっており、高い割合を占めています。 

一方、下方圏域においては「自立」、ほぼ自立の「Ⅰ」を合わせると５割を超える割合を

占めています。 

 

日常生活圏域別認知症日常生活自立度（令和４年度）      （人） 

 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 総数 

金久 132 77 30 127 48 8 16 2 440 

伊津部 91 39 20 91 37 3 9 1 291 

奄美 155 100 36 133 79 11 17 0 531 

上方 91 74 11 91 51 10 12 2 342 

下方 111 81 17 89 43 8 13 1 363 

古見方 34 22 7 42 24 1 17 1 148 

住用 7 31 20 33 24 7 19 0 141 

笠利 56 82 47 143 98 19 21 0 466 

総数 677 506 188 749 404 67 124 7 2,722 

（資料：高齢者福祉課 令和４年９月末現在） 
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４ 日常生活圏域の状況 

日常生活圏域別における人口の推移については、平成 30年度と比較すると、上方圏域

は増加していますが、その他の圏域は減少しています。 

高齢化率については、全ての圏域において上昇しています。 

（人） 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

金久圏域 
人口 7,392 7,332 7,149 7,084 6,988 

高齢化率 29.8% 30.5% 31.5% 32.0% 32.1% 

伊津部圏域 
人口 4,697 4,749 4,594 4,549 4,464 

高齢化率 31.3% 31.1% 32.2% 32.5% 33.1% 

奄美圏域 
人口 8,402 8,278 7,989 7,842 7,690 

高齢化率 30.3% 31.0% 32.1% 33.3% 34.1% 

上方圏域 
人口 8,139 8,469 8,452 8,443 8,550 

高齢化率 21.3% 21.5% 22.6% 23.3% 23.7% 

下方圏域 
人口 6,479 6,447 6,527 6,468 6,347 

高齢化率 29.5% 30.8% 31.2% 32.5% 33.8% 

古見方圏域 
人口 1,241 1,211 1,199 1,130 1,113 

高齢化率 41.8% 42.8% 42.1% 44.6% 46.0% 

住用圏域 
人口 1,280 1,248 1,231 1,218 1,186 

高齢化率 43.8% 44.6% 45.8% 47.3% 48.1% 

笠利圏域 
人口 5,639 5,572 5,511 5,467 5,413 

高齢化率 39.5% 40.1% 41.1% 41.7% 41.8% 

（資料：住民基本台帳 各年度９月末） 
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① 金久圏域 

単位：人 

  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

総人口 7,392 7,332 7,149 7,084 6,988 

65 歳以上人口 2,204 2,236 2,254 2,270 2,245 

高齢化率 29.8% 30.5% 31.5% 32.0% 32.1% 

要介護認定者数 458 452 455 457 440 

 

要支援 1 79 79 82 82 70 

要支援 2 96 101 84 80 73 

要介護 1 90 83 87 91 90 

要介護 2 64 68 75 67 52 

要介護 3 45 45 42 58 67 

要介護 4 57 49 49 54 66 

要介護 5 27 27 36 25 22 

事業対象者数 - - 0 4 3 

認定率 20.8% 20.2% 20.2% 20.1% 19.6% 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度９月末） 
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② 伊津部圏域 

単位：人 

  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

総人口 4,697 4,749 4,594 4,549 4,464 

65 歳以上人口 1,468 1,479 1,477 1,478 1,476 

高齢化率 31.3% 31.1% 32.2% 32.5% 33.1% 

要介護認定者数 274 281 272 275 291 

 

要支援 1 65 64 60 48 50 

要支援 2 42 42 43 39 37 

要介護 1 48 57 50 62 70 

要介護 2 41 48 48 46 47 

要介護 3 30 30 32 39 36 

要介護 4 32 25 27 29 39 

要介護 5 16 15 12 12 12 

事業対象者数 - - 1 0 1 

認定率 18.7% 19.0% 18.4% 18.6% 19.7% 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度９月末） 
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③ 奄美圏域 

単位：人 

  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

総人口 8,402 8,278 7,989 7,842 7,690 

65 歳以上人口 2,545 2,566 2,566 2,612 2,625 

高齢化率 30.3% 31.0% 32.1% 33.3% 34.1% 

要介護認定者数 537 522 504 511 531 

 

要支援 1 106 100 83 97 104 

要支援 2 82 84 85 83 82 

要介護 1 95 87 84 84 91 

要介護 2 75 72 80 65 65 

要介護 3 48 61 55 71 64 

要介護 4 77 71 71 71 88 

要介護 5 54 47 46 40 37 

事業対象者数 - - 2 1 2 

認定率 21.1% 20.3% 19.6% 19.6% 20.2% 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度９月末） 

 

 

 

106 100 83 97 104 

82 84 
85 83 82 

95 87 
84 84 91 

75 72 80 65 65 

48 61 55 71 64 

77 71 
71 71 88 

54 47 
46 40 

37 

537 522 
504 511 

531 

30.3% 31.0%
32.1%

33.3% 34.1%

21.1%
20.3%

19.6% 19.6% 20.2%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

0

200

400

600

800

平成30 年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

【高齢化率・要介護（要支援）認定率の推移】

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３

要介護４ 要介護５ 高齢化率 要介護認定率



25 

④ 上方圏域 

単位：人 

  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

総人口 8,139 8,469 8,452 8,443 8,550 

65 歳以上人口 1,735 1,825 1,912 1,963 2,030 

高齢化率 21.3% 21.5% 22.6% 23.3% 23.7% 

要介護認定者数 322 311 317 323 342 

 

要支援 1 50 52 60 57 61 

要支援 2 52 46 46 49 52 

要介護 1 52 47 56 54 59 

要介護 2 41 47 46 48 55 

要介護 3 42 46 42 46 40 

要介護 4 56 48 42 42 52 

要介護 5 29 25 25 27 23 

事業対象者数 - - 1 1 2 

認定率 18.6% 17.0% 16.6% 16.5% 16.8% 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度９月末） 
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⑤ 下方圏域 

単位：人 

  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

総人口 6,479 6,447 6,527 6,468 6,347 

65 歳以上人口 1,912 1,986 2,038 2,105 2,148 

高齢化率 29.5% 30.8% 31.2% 32.5% 33.8% 

要介護認定者数 353 346 363 363 363 

 

要支援 1 67 65 68 69 71 

要支援 2 61 56 70 77 64 

要介護 1 63 70 58 47 53 

要介護 2 43 41 42 39 52 

要介護 3 39 36 47 43 46 

要介護 4 51 52 57 58 50 

要介護 5 29 26 21 30 27 

事業対象者数 - - 1 1 0 

認定率 18.5% 17.4% 17.8% 17.2% 16.9% 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度９月末） 
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⑥ 古見方圏域 

単位：人 

  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

総人口 1,241 1,211 1,199 1,130 1,113 

65 歳以上人口 519 518 505 504 512 

高齢化率 41.8% 42.8% 42.1% 44.6% 46.0% 

要介護認定者数 165 163 166 137 148 

 

要支援 1 22 22 23 20 21 

要支援 2 29 23 28 26 20 

要介護 1 26 24 24 18 20 

要介護 2 17 21 17 15 17 

要介護 3 20 24 18 17 20 

要介護 4 29 30 38 27 36 

要介護 5 22 19 18 14 14 

事業対象者数 - - 0 0 1 

認定率 31.8% 31.5% 32.9% 27.2% 28.9% 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度９月末） 
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⑦ 住用圏域 

単位：人 

  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

総人口 1,280 1,248 1,231 1,218 1,186 

65 歳以上人口 561 556 564 576 571 

高齢化率 43.8% 44.6% 45.8% 47.3% 48.1% 

要介護認定者数 146 142 148 138 141 

 

要支援 1 7 3 3 7 4 

要支援 2 25 23 18 17 18 

要介護 1 15 15 20 16 21 

要介護 2 25 26 26 28 30 

要介護 3 25 26 24 21 21 

要介護 4 26 28 30 33 28 

要介護 5 23 21 27 16 19 

事業対象者数 - - 1 0 0 

認定率 26.0% 25.5% 26.2% 24.0% 24.7% 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度９月末） 

 

 

 

7 3 3 7 4 

25 
23 18 17 18 

15 
15 20 16 21 

25 
26 26 28 30 

25 26 24 21 
21 

26 28 30 33 28 

23 21 27 16 19 

146 142 
148 

138 141 

43.8% 44.6%
45.8%

47.3% 48.1%

26.0%

25.5%

26.2%
24.0% 24.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

50

100

150

200

250

平成30 年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

【高齢化率・要介護（要支援）認定率の推移】

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３

要介護４ 要介護５ 高齢化率 要介護認定率



29 

⑧ 笠利圏域 

単位：人 

  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

総人口 5,639 5,572 5,511 5,467 5,413 

65 歳以上人口 2,226 2,235 2,264 2,280 2,260 

高齢化率 39.5% 40.1% 41.1% 41.7% 41.8% 

要介護認定者数 506 482 471 483 466 

 

要支援 1 47 36 35 23 15 

要支援 2 107 103 89 85 66 

要介護 1 85 79 89 88 94 

要介護 2 86 86 96 98 88 

要介護 3 74 75 66 91 107 

要介護 4 58 59 63 66 67 

要介護 5 49 44 33 32 29 

事業対象者数 - - 0 0 0 

認定率 22.7% 21.6% 20.8% 21.2% 20.6% 

（資料：住民基本台帳、高齢者福祉課 各年度９月末） 
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５ 介護サービスの利用状況 

（１）介護サービス（年間）受給者数の推移 

介護サービスの年間の受給者数は、減少傾向にありましたが、令和元年から増加に転じ

ています。令和３年度には施設受給者数は 547 人、居住系受給者数は 149 人、在宅受給者

数は 1,499 人となっており、平成 30 年度と比べると、施設受給者数は 34 人、居住系受給

者数は 1 人、在宅受給者数は 128 人増加しています。構成比をみると、在宅受給者数の割

合が上昇しています。 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（12か月分の平均値） 
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（２）要介護度別受給率（鹿児島県・全国比較） 

令和４年度の要介護度別受給率を鹿児島県、全国と比べると施設サービス、在宅サービ

スは鹿児島県、全国より高くなっています。 

介護度別で受給率をみると、施設サービスは要介護４、居住系サービスは要介護２・要

介護３、在宅サービスは要介護１の受給率が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（12か月分の平均値） 
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サービス分類別でみると、施設サービス費、在宅サービス費が増加傾向となっています。 
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６ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査/高齢者等実態調査結果 

（１）調査の概要 

 ①調査の目的 

高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の策定に当たり、既存データでは把握が困

難な高齢者等の実態や意識・意向を確認し、総合的に傾向分析することにより計画策定

の基礎資料とするため、３年毎に実施するものです。 

 

②調査期間 

   令和 4年 11月 30日から令和 4年 12月 20日まで 

 

③調査種別 

一般高齢者調査：要介護認定を受けていない 65歳以上の市民 

在宅要介護（要支援）者調査：在宅の要介護者及び要支援者 

若年者調査：要介護認定を受けていない 40歳以上 65歳未満の市民 

 

④調査種別・調査時期・実施方法等 

   在宅介護支援センター、居宅介護支援事業所、民生委員、健康づくり推進員等へ依

頼し、聞き取り調査を行った。 

 

⑤配付及び回収の状況 

種別 配付数 有効回収数 有効回収率 

一般高齢者 600件 482件 80.3％ 

在宅要介護（要支援）者 600件 480件 80.0％ 

若年者 600件 499件 83.2％ 

 

 ※表やグラフにおいて｢n(number of cases)｣は各設問の有効回答者数を示す。 

※集計結果は百分率で算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、百分率の合計が 100%になら

ない場合がある。 

 ※複数回答の場合は、有効回答者実数より割合が高くなっている場合がある。 

 ※本文中、設問や選択肢、グラフ内のラベル等、ページレイアウトの都合上、省略して表記してい

る場合がある。 
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（２）調査結果抜粋 

①地域のつながりについて 

住んでいる地域のつながりについて、一般高齢者では「とても感じる」と回答した方は

28.4%、「少し感じる」が 38.6％となっており、「とても感じる」とした回答を年代別にみ

ると、85歳以上が 41.7％と他の区分と比較して高くなっています。 

若年者では「とても感じる」と回答した方は 20.6％「少し感じる」が 42.5％となって

います。「とても感じる」とした回答を年代別にみると、55～59 歳が 28.4％と他の区分

と比較して高くなっています。 

 

 

【地域のつながりについて】 
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②ボランティア活動について 

高齢者がボランティア活動などに参加する上で県や市が取り組む必要があることとし

ては、「参加しやすい体制を整備する」とする割合が 45.4％で最も高く、次いで「活動に

関する情報をもっと提供する」が 42.1％、「施設を利用しやすくする」が 21.6％となっ

ています。 

 

【ボランティア活動などに参加する上で県や市が取り組む必要があること：一般高齢者】 

 

 

 

ひとり暮らしで見守りが必要な高齢者や、介護が必要な高齢者を支援するための地域

活動やボランティア活動に対する若年者の参加意向は、「機会があれば、参加してもよい」

とする割合が 53.7％で最も高く、次いで「あまり参加したくない」が 27.3％、「できるだ

け参加していきたい」が 11.8％となっています。 

   また、ボランティア活動などに参加する上で県や市が取り組む必要があることとして

は、「参加しやすい体制を整備する」とする割合が 51.5％で最も高く、次いで「活動に関

する情報をもっと提供する」が 39.7％、「施設を利用しやすくする」が 21.6％と一般高

齢者と同じ項目が上位となっています。 
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活動に関する情報をもっと提供する

参加しやすい体制を整備する

指導者の養成、活動者の確保のための

機会を充実する

施設を利用しやすくする

活動のための施設を整備する

活動者のための保険制度を普及する

（ボランティア保険）

資金的援助をする

取り組む必要はない（ｎ=482)
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【地域活動やボランティア活動への参加意向：若年者】 

 

 

 

 

 

【ボランティア活動などに参加する上で県や市が取り組む必要があること：若年者】 

 

 

  

積極的に参加して

いきたい, 3.4%

できるだけ参加し

ていきたい, 11.8%

機会があれば、参

加してもよい, 

53.7%

あまり参加したくない, 27.3%

既に参加している, 

1.0%

無回答, 2.8%

（ｎ=499)

39.7%

51.5%

13.2%

21.6%

12.2%

9.4%

18.4%

13.4%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

活動に関する情報をもっと提供する

参加しやすい体制を整備する

指導者の養成、活動者の確保のための

機会を充実する

施設を利用しやすくする

活動のための施設を整備する

活動者のための保険制度を普及する

（ボランティア保険）

資金的援助をする

特にない

その他（ｎ=499)
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③災害発生時の支えあいについて 

災害時の避難について、「避難の必要性は判断できるが、一人では避難できない」とし

た回答が 15.6%、「一人では避難の必要性を判断できないし、避難もできない」が 1.5％

となっています。一人では避難できない方は、男性が 7.3％に対し、女性が 26.4％と女

性の割合が高くなっています。また、年代別にみると、85歳以上の 50.0％が避難できな

いと回答しています。また、一人では避難できない方のうち 4.9％の方は災害時に手助け

を頼める人がいないと回答しています。 

 

 

 

【避難の可否について：一般高齢者】 

 

 

 

【災害時に支援を頼める人：一般高齢者】 

 

 

一人で避難の必要

性を判断し避難で

きる, 77.6%

避難の必要性は判

断できるが、一人

では避難できない, 

15.6%

一人では避難の必

要性を判断できな

いし、避難もでき

ない, 1.5%

わからない, 3.3% 無回答, 2.1%

同居の家族, 39.0%

別居の子ども、親族, 25.6%

近所の人, 12.2%

自治会などの防災

組織, 1.2%

その他, 6.1%

いない, 4.9%

無回答, 11.0%

（ｎ=82)

（ｎ=482) 
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④認知症について 

認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいると回答した方は、一般高

齢者では 9.3％、若年者では 16.2％となっています。認知症について不安なことや心配

なことについては、一般高齢者、若年者ともに、「自分や家族が認知症にならないか心配

である」とした回答が多く、一般高齢者 47.1％、若年者 49.5％となっています。 

認知症の相談窓口については約半数の方が知らないと回答しています。また、認知症

サポーターについては、約 6割の方が聞いたことがないと回答しています。 

 

【認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいますか】 

 

 

 

【認知症について不安なこと、心配なこと】 

 
 

 

9.3 

16.2 

88.8 

82.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般高齢者

（ｎ=482)

若年者

（ｎ=499)

はい いいえ 無回答

19.9%

12.7%

47.1%

7.3%

18.7%

3.9%

30.1%

7.8%

12.6%

49.5%

9.2%

30.1%

6.4%

21.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自分のことで、最近「もの忘れ」があり

認知症ではないかと心配である

家族のことで、最近「もの忘れ」が多くなるなど

「おかしいな？」と感じるが、単なる「もの忘れ」

なのか、認知症なのかわからない

自分や家族が認知症にならないか心配である

心配事を相談したくてもどこに

相談したらよいかわからない

認知症になったときの対応や

介護の仕方がわからない

その他

不安なことや心配なことはない

一般高齢者（ｎ=482)

若年者（ｎ=499)
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【認知症の相談窓口の認知度】 

 

 

 

 

【認知症サポーターの認知度】 

 

  

26.1%

16.2%

3.3%

28.0%

4.1%

2.9%

1.5%

49.0%

23.6%

23.6%

7.0%

33.3%

8.8%

5.4%

1.6%

49.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

地域包括支援センター

市町村

保健所

医療機関

認知症疾患医療センター

認知症の人と家族の会

その他

知らない

一般高齢者（ｎ=482)

若年者（ｎ=499)

4.1 

3.8 

25.1 

32.3 

68.0 

61.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般高齢者

（ｎ=482)

若年者

（ｎ=499)

認知症サポーター養成講座を受けたことがある

言葉は聞いたことがある

聞いたことがない

無回答
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⑤家族・親族からの介護について 

在宅要介護（要支援）者の家族や親族（同居・別居問わず）からの介護について、介護

の頻度は、「ほぼ毎日ある」とした回答が 49.2％、主な介護者は「子」が 51.3％、となっ

ています。また、主な介護者の性別は女性が 70.6％、男性 27.4％と女性の割合が高くな

っています。年齢についてみると、60 代が 36.9％と最も多く、次いで 50 代が 25.9％と

なっています。なお 70代が 13.5％、80歳以上が 11.2％となっており、主な介護者は 60

代以上の年代が 61.7％を占めている状況です。 

 

 

【家族や親族からの介護の頻度：在宅要介護（要支援）者】 

 

 

 

【主な介護者：在宅要介護（要支援）者】 

 

 

 

ない, 24.4%

家族・親族の介護

はあるが、週に１

日よりも少ない, 

8.1%

週に１～２日ある, …

週に３～４日ある, 

5.2%

ほぼ毎日ある, 

49.2%

無回答, 3.3%

（ｎ=480)

配偶者, 18.7%

子, 51.3%

子の配偶者, 5.8%

孫, 0.9%

兄弟・姉妹, 6.3%

その他, 8.6%

無回答, 8.4%

（ｎ=347)
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【主な介護者の性別：在宅要介護（要支援）者】 

 

 

 

 

 

【主な介護者の年齢：在宅要介護（要支援）者】 

 

 

 

 

  

男性, 27.4%

女性, 70.6%

無回答, 2.0%

（ｎ=347)

20代, 0.3%

30代, 0.9%

40代, 8.6%

50代, 25.9%

60代, 36.9%

70代, 13.5%

80歳以上, 11.2%

分からない, 0.9%

無回答, 1.7%

（ｎ=347)
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⑥介護者の就労形態について 

介護者の就労形態は、「働いていない」とする割合が 30.6％で最も高く、次いで「フ

ルタイムで働いている」が 26.0％、「パートタイムで働いている」が 14.8％となってい

ます。 

介護をするにあたっての働き方の工夫については、「特に行っていない」とする割合が

43.9％で最も高くなっているものの、「介護のために２.～４.以外の調整をしながら働い

ている」が 23.5％、「介護のために「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出、

早帰等）」しながら働いている」が 22.4％となっています。 

今後も働きながら介護を続けていけそうかの質問に対しては、「問題はあるが、何とか

続けていける」とした回答が 56.6％を占めているものの、「続けていくのは、やや難し

い」が 8.2％、「続けていくのは、かなり難しい」が 6.6％となっています。  

 

 

【就労形態：在宅要介護（要支援）者の介護者】 

 

 

 

【働き方の工夫：在宅要介護（要支援）者の介護者】 

 

フルタイムで働い

ている, 26.0%

パートタイムで働

いている, 14.8%
働いていない, 

30.6%

分からない, 1.3%

無回答, 27.3%

（ｎ=480)

43.9%

22.4%

16.8%

3.1%

23.5%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１．特に行っていない

２．介護のために「労働時間を調整（残業免除、

短時間勤務、遅出、早帰等）」しながら

働いている

３．介護のために「休暇」を取りながら

働いている

４．介護のために「在宅勤務」を利用しながら

働いている

５．介護のために２.～４.以外の調整をしながら

働いている

６．分からない
（ｎ=196)
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【今後も働きながら介護を続けていけますか：在宅要介護（要支援）者の介護者】 

 

 

 

⑦今後の介護について 

今後、どのような介護を行っていきたいかの質問に対しては、「介護保険サービス等も

利用しながら、在宅で介護したい」とする割合が 44.0％で最も高く、次いで「施設へ入

所させたい」が 9.8％となっています。 

なお、「家族を中心に在宅で介護を続けたい」が 7.9％、「地域の方々の手助けや介護保

険サービス等も利用しながら、在宅で介護したい」が 6.5％となっており、在宅での介護

を希望する方が 58.3％を占めています。 

    

【希望する介護：在宅要介護（要支援）者の介護者】 

 

 

問題なく、続けて

いける, 19.9%

問題はあるが、何

とか続けていける, 

56.6%

続けていくのは、

やや難しい, 8.2%

続けていくのは、

かなり難しい, 6.6%

分からない, 6.6%
無回答, 2.0%

（ｎ=196)

家族を中心に在宅

で介護を続けたい, 

7.9%

介護保険サービス

等も利用しなが

ら、在宅で介護し

たい, 44.0%

地域の方々の手助けや介護

保険サービス等も利用しな

がら、在宅で介護したい, 

6.5%

施設へ入所させたい, 

9.8%

その他, 2.5%

無回答, 29.4%

（ｎ=480)
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⑧住み慣れた地域で暮らし続けるために 

住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために必要なこととして、「健康状態が少しで

も良くなるよう、生活に気をつける」とする割合が 72.9％で最も高く、次いで「自分や

介護している家族が困ったときに、相談できる人や窓口がある」が 33.1％、「緊急時や夜

間・休日に対応してもらえる在宅医療や在宅介護サービスがある」が 31.7％となってい

ます。 

 

 

【住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために必要なこと：在宅要介護（要支援）者】 

 

 

  

72.9%

28.5%

24.8%

33.1%

31.7%

28.5%

0% 20% 40% 60% 80%

健康状態が少しでも良くなるよう、

生活に気をつける

昔なじみの人との交流や話せる場が身近にある

買い物や外出時に頼めるボランティアや

地域の支えあいがある

自分や介護している家族が困ったときに、

相談できる人や窓口がある

緊急時や夜間・休日に対応してもらえる

在宅医療や在宅介護サービスがある

介護している家族が時々休めるよう、

ショートステイや通所のサービスがある （ｎ=480)
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⑨将来（高齢期）、希望する生活場所 

将来（高齢期）、希望する生活場所について、一般高齢者では、「現在の住居にずっ

と住み続けたい」とする割合が 87.6％で最も高くなっています。 

若年者についても「現在の住居にずっと住み続けたい」とする割合が 45.7％で最も高

く、次いで「わからない」が 20.2％、「買い物や通院に便利な市街地に住居を買って（借

りて）移り住みたい」が 15.6％となっています。 
 

【将来（高齢期）、希望する生活場所：一般高齢者】 

 

【将来（高齢期）、希望する生活場所：若年者】 

 

 

現在の住居にずっ

と住み続けたい

87.6%

買い物や通院に便

利な市街地に住居

を買って（借り

て）移り住みたい

2.7%

自然豊かで静かな

環境の郊外に住居

を買って（借り

て）移り住みたい

0.6%

家族や親族、兄弟

姉妹のところへ移

り住みたい

1.7%

高齢者対応の住宅

やアパートに移り

住みたい

1.9%

グループホームに

入居したい

0.2%

有料老人ホーム・

軽費老人ホームに

入居したい

0.6%

介護保険施設に入

所したい

0.6%

その他

1.9%

無回答

2.3%

（ｎ=482)

現在の住居にずっ

と住み続けたい

45.7%

買い物や通院に便利

な市街地に住居を

買って（借りて）移

り住みたい

15.6%

自然豊かで静かな

環境の郊外に住居

を買って（借り

て）移り住みたい

5.2%

家族や親族、兄弟

姉妹のところへ移

り住みたい

5.0%

有料老人ホーム等

へ移り住みたい

1.2%

高齢者対応の住宅

やアパートに移り

住みたい

3.8%

介護保険施設に入

所したい

1.4%

わからない

20.2%

無回答

1.8%

（ｎ=499) 
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⑩リスク判定 

ア 運動器の機能低下 

全体では、リスクに「該当」となる割合が 50.3％、「非該当」が 49.3％となっていま

す。リスクに「該当」となる割合を性別でみると、男性が 37.6％、女性が 58.6％となっ

ており、男性よりも女性の割合が高くなっています。また、一般高齢者の 12.4％がリス

ク該当者となっています。 
 

 

 

 

イ 低栄養の傾向 

全体では、リスクに「該当」となる割合が 2.4％、「非該当」が 95.6％となっています。 

リスクに「該当」となる割合を性別でみると、男性が 1.3％、女性が 3.0％となっており、

男性よりも女性の割合が高くなっています。また、一般高齢者の 1.0％がリスク該当者と

なっています。 
 

 

該当

50.3

37.6

58.6

12.4

87.7

84.5

97.9

非該当

49.3

62.1

41.2

87.3

11.3

14.9

2.1

判定不能

0.4

0.3

0.2

0.2

1.0

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体(n=962)

男性(n=380)

女性(n=575)

一般高齢者(n=482)

要支援1・2(n=204)

要介護1・2(n=181)

要介護3・4・5(n=94)

性
別

要
介

護
度

別

該当

2.4

1.3

3.0

1.0

2.5

2.8

8.5

非該当

95.6

96.6

95.5

97.1

95.6

96.1

87.2

判定不能

2.0

2.1

1.6

1.9

2.0

1.1

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体(n=962)

男性(n=380)

女性(n=575)

一般高齢者(n=482)

要支援1・2(n=204)

要介護1・2(n=181)

要介護3・4・5(n=94)

性
別

要
介

護
度

別

性

別

要
介
護
度
別

性 

別 

要
介
護
度
別 
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ウ 口腔機能の低下 

全体では、リスクに「該当」となる割合が 27.7％、「非該当」が 70.6％となっていま

す。リスクに「該当」となる割合を性別でみると、男性が 23.7％、女性が 29.9％とな

っており、男性よりも女性の割合が高くなっています。また、一般高齢者の 16.4％が

リスク該当者となっています。 
 

 

 

 

エ 閉じこもり傾向 

全体では、リスクに「該当」となる割合が 26.2％、「非該当」が 72.3％となっていま

す。リスクに「該当」となる割合を性別でみると、男性が 22.6％、女性が 28.7％となっ

ており、男性よりも女性の割合が高くなっています。また、一般高齢者の 14.1％がリス

ク該当者となっています。 
 

 

 

該当

27.7

23.7

29.9

16.4

38.7

32.6

52.1

非該当

70.6

74.5

68.7

81.7

60.3

66.3

43.6

判定不能

1.8

1.8

1.4

1.9

1.0

1.1

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体(n=962)

男性(n=380)

女性(n=575)

一般高齢者(n=482)

要支援1・2(n=204)

要介護1・2(n=181)

要介護3・4・5(n=94)

性
別

要
介

護
度

別

該当

26.2

22.6

28.7

14.1

37.7

34.8

45.7

非該当

72.3

76.3

69.9

84.9

60.8

63.5

51.1

判定不能

1.5

1.1

1.4

1.0

1.5

1.7

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体(n=962)

男性(n=380)

女性(n=575)

一般高齢者(n=482)

要支援1・2(n=204)

要介護1・2(n=181)

要介護3・4・5(n=94)

性
別

要
介

護
度

別

性

別

要
介
護
度
別

性 

別 

要
介
護
度
別 
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オ 認知機能の低下 

全体では、リスクに「該当」となる割合が 46.3％、「非該当」が 50.6％となってい 

ます。リスクに「該当」となる割合を性別でみると、男性が 37.1％、女性が 52.2％と

なっており、男性よりも女性の割合が高くなっています。また、一般高齢者の 33.6％

がリスク該当者となっています。 
 

 

 

 

カ うつ予防・支援 

全体では、リスクに「該当」となる割合が 44.5％、「非該当」が 53.6％となってい 

ます。リスクに「該当」となる割合を性別でみると、男性が 40.5％、女性が 47.1％とな

っており、男性よりも女性の割合が高くなっています。また、一般高齢者の 33.2％がリ

スク該当者となっています。 
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キ ＩＡＤＬ（手段的日常生活動作）の低下 

全体では、リスクに「該当」となる割合が 33.2％、「非該当」が 66.6％となってい 

ます。リスクに「該当」となる割合を性別でみると、男性が 27.9％、女性が 36.3％と

なっており、男性よりも女性の割合が高くなっています。また、一般高齢者の 4.8％が

リスク該当者となっています。 
 

 

 

 

ク 転倒リスク 

    全体では、リスクに「該当」となる割合が 38.9％、「非該当」が 60.5％となってい

ます。リスクに「該当」となる割合を性別でみると、男性が 33.9％、女性が 41.9％と

なっており、男性よりも女性の割合が高くなっています。また、一般高齢者の 21.0％

がリスク該当者となっています。 
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⑪日常生活で心がけていること 

「病気の悪化や骨折・転倒をしないように気をつけている」とする割合が 71.2％で最も

高く、次いで「２．家事（仕事）などをするようにしている」が 58.5％、「３．運動や趣

味活動などをするようにしている」が 50.0％となっています。 

 

【日常生活で心がけていること：一般高齢者】 

 

 

⑫介護予防のための取組について 

「運動・転倒予防に関すること」とする割合が 66.2％で最も高く、次いで「認知症の予

防・支援に関すること」が 49.6％、「栄養改善に関すること」が 38.0％となっています。 

 

【介護予防のために県や市に力を入れてほしい取組：一般高齢者】 
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７ 計画策定にあたって 

（１）地域のつながり、支え合い意識の向上 

核家族化、ひとり暮らし世帯、高齢者世帯の増加などにより、周囲の気づきやつながり

を維持していくことが難しくなることも予想されます。 

誰もが安心して暮らせる地域づくりには、福祉関係機関・団体はもちろん地域住民相互

の助け合いや支え合いの活動が不可欠であり、そのためには多くの住民が地域共生社会の

実現に対する理解を深めることができるよう、様々な機会を通じて地域共生社会の実現へ

の関心を深める取組が求められます。 

また、住み慣れた地域で安全に安心して暮らせるよう、日ごろからの住民同士の支え合

いを、非常時や緊急時においても発揮できるよう一層の地域安全対策を進めていくことが

必要です。 

 

（２）地域活動・ボランティア活動への参加 

ボランティア活動などに関する情報の提供方法の検討に加え、費用の補助、人材の育成、

短時間でも参加可能な活動機会の拡充など、ボランティア活動へより参加しやすい環境を

整えていくことが重要となります。 

 

（３）地域での活動を担う人材の育成、地域福祉活動団体への支援 

地域における支え合いは、自治会、民生委員・児童委員、ボランティア団体など、多様な

主体によって行われていますが、担い手の不足や固定化、高齢化が懸念されます。そのた

め、一人ひとりが自分にできる支援を行う意識を持ち、地域での活動に参加するとともに、

活動を担う人材の育成に努める必要があります。 

  また、各種団体や事業所等においても、福祉課題が多様化、複雑化するなかで人材の育

成・確保は、今後ますます重要となります。 

 

（４）様々な困りごとを相談や支援につなぐ仕組みづくり 

民生委員・児童委員、社会福祉法人、社会福祉協議会においては、相談や専門機関へのつ

なぎ役として期待されており、住民の悩みや困りごとに対して適切な対応がなされるよう、

各団体と連携を図りながら、必要な相談や支援に確実につながる体制づくりを進めていく

必要があります。 

 

（５）多様な媒体、機会による福祉に関する情報の発信 

福祉に関する情報については、利用者や家族が主体的に選択、利用できるよう様々な媒

体、機会を通じてより多くの人に確実に情報を届けることが重要であり、定期的に新しい

情報を発信するほか、必要とする人が入手しやすい媒体や機会を用いるとともに、誰にで

もわかりやすい情報を発信する必要があります。 
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（６）介護予防の推進 

一般高齢者においても、転倒や認知機能などリスク該当者がいるため、地域での介護予

防活動の普及・啓発や、住民主体の介護予防への取組の育成・支援を行い、早い段階から介

護予防への取り組みが行えるよう、住民や地域への働きかけが重要です。 

 

（７）制度の狭間にある市民への対応・包括的な支援の構築 

  高齢者、障害者、子育て家庭、特別な支援が必要な子どもといった対象ごとの課題に加

え、孤立、自殺、虐待の社会問題化、ダブルケア、ヤングケアラーといった複数の課題を同

時に抱えるケースなど、住民が抱える課題が複合化・多様化し、現行の制度では解決が難

しい課題が増えていると言われています。 

様々な福祉課題に対して適切かつ確実に支援につなげられるよう、地域住民による支え

合いと行政による公的な支援を連動させ、地域を「丸ごと」支える包括的な支援体制を構

築し、切れ目のない支援を実現することが求められています。 
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８ 奄美市の課題                        

奄美市ならではの事情による課題や、不足している取り組みについて地域の声の一部を抽出

しました。今後、それぞれの仕組みづくりを検討しながら、本計画に基づいて各種施策を推

進し、これらの問題解決に向けて取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口問題 

●総人口の減少 

●高齢者世帯の増加 

●若者の流出 

●自治会組織率の地域差 

●参加者減による地域活動衰退 

●地域関係の希薄化 

●高齢者の居場所の不足 

●孤立高齢者の増加 

ボランティア 

●ボランティア機能の弱さ 

●ボランティア育成の取組みが
できていない 

●有償ボランティア担い手不足 

●有償ボランティアの周知不足 

●公的サービス以外の選択肢の
不足 

 

家族の問題 

●親子関係の希薄化 

●独り暮らし高齢者・高齢者 

のみ世帯の増加 

●老老介護・認認介護 

●8050 問題 

●同居者の介護による家族負担
の増加 

住まい環境の問題 

●家に風呂や手すりがない 

●階段の多い住宅 

●建物の老朽化 

●家賃が高い 

●住宅確保の困難 

身体的な問題 

●健康・体力に自信がない 

●男性の平均寿命が短く早世率
が高い 

買い物・ゴミ出し・移動 

●小売店の減少 

●歩いて行けるお店が少ない 

●買い物弱者の増加 

●ゴミ出しの支援がない 

●通院場所が遠い 

●タクシー等移動手段が少ない 

災害対策の問題 

●災害対策の普及・啓発 

●避難所が遠い 

人材不足の問題 

●介護職を含む介護業界の人材不足 

●介護サービスの質の維持 

●後継者不足 

●サービス提供体制不足の恐れ 

経済的な問題 

●物価高騰による経済的負担増 

●低所得者の割合が多い 

●財産管理・相続問題 

介護保険の問題 

●要介護・要支援認定率の高さ 

●65歳未満の認定申請者が多い 

●保険料による不平等感 

●地域資源の違いによるサービ
スの不公平感 

制度の認識不足 

●介護保険の仕組みがわからない 

●保険料の使われ方がわからない 

●相談窓口を知らない 

地域とのつながり 

複雑化・複合化 

身寄りのない方の問題 

●医療介護の意思決定 

●孤独死への対応 

●死後事務 

認知症 

●認知症高齢者の増加 

●認知症に関する普及・啓発 


